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平成 21 年 1 月 23 日 

各   位 

 
 
 
 
 
 

通期業績予想および配当予想の修正ならびに役員報酬減額に関するお知らせ 

 

当社は、最近の業績の動向等を踏まえ、平成 21 年 1 月 23 日開催の取締役会において、平成 20

年 11月 5日の第 2四半期決算発表時に公表いたしました平成 21年 3月期の通期業績予想および

期末配当予想を、下記のとおり修正するとともに、役員報酬を減額することを決議いたしました

のでお知らせいたします。 

記 

 

１．業績予想の修正 

（１）平成 21 年 3 月期通期業績予想数値の修正（平成 20 年 4 月１日～平成 21 年 3 月 31 日） 

[連結]                                  （単位：百万円）  

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益

前 回 予 想（A） 104,000 4,000 4,150 2,600 142 円 58 銭

今 回 修 正（B） 90,000 2,500 2,600 1,600 87 円 74 銭

増 減 額 （B－A） △14,000 △1,500 △1,550 △1,000 －

増 減 率（%） △13.5% △37.5% △37.3% △38.5% －

前期実績     

（平成 20 年 3 月期） 
105,724 4,175 3,689 2,510 133 円 47 銭

 

[個別]                                  （単位：百万円）  

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益

前 回 予 想（A） 89,000 1,850 2,300 1,300 71 円 29 銭

今 回 修 正（B） 75,000 1,200 1,350 800 43 円 87 銭

増 減 額 （B－A） △14,000 △650 △950 △500 －

増 減 率（%） △15.7% △35.1% △41.3% △38.5% －

前期実績     

（平成 20 年 3 月期） 
90,650 2,125 2,551 1,778 94 円 52 銭

 

（２）修正の理由 

   世界的な金融・経済危機の影響による需要の減退に伴って、当社グループの顧客先である

エレクトロニクスメーカー等において、急激な生産調整が行われています。このため当社グ

ループの売上も、足許では当初の見込みを下回っており、当面この水準で推移すると見込ま

れます。また、円ドルの為替レートにつきましては、下期想定しておりました 100 円から、

足許の水準をもとに 90 円に見直しました。 

   従って、通期の売上高および利益は前回公表の売上高、利益を下回ることが見込まれるこ

とから、連結・個別ともに通期の業績予想を修正いたします。 
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２．配当予想の修正 

（１）修正の内容 

 1 株当たり配当金（円） 

基 準 日 中間期末 期末 年間 

前 回 予 想 

(平成 20 年 11 月 5 日発表)  
23 43 

今 回 修 正 予 想 
 

10 30 

当 期 実 績 20   

前 期 実 績 

（ 平 成 2 0 年 3 月 期 ） 
20 21 41 

 

（２）配当予想修正の理由 

   当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の最重要課題と位置づけ、配当性向（連結）30%

を維持することを基本方針としており、これにもとづきますと、上記の業績予想の修正にともな

い、平成 21 年 3 月期の期末配当予想は、1 株当たり 7 円となります。 

   しかし、当社が公表しておりました従来の予想と比べ減額幅が大きいことから、平成 21 年 3 月

期の期末配当予想につきましては、1株当たり 10 円に修正させていただきます。 

 

３．役員報酬の減額 

 平成 21 年 3 月期第 3 四半期以降の急速な業況の悪化に対応する一環として、以下のとおり役

員報酬の減額を実施いたします。 

 

（１）役員報酬減額の内容 

   代 表 取 締 役：月例報酬額の 20%を減額 

   取 締 役：月例報酬額の 10%を減額 

 

（２）対象期間 

      平成 21 年 1 月から平成 21 年 6 月までの（6ヶ月間） 

 

 

（注） 

  上記に記載した業績予想は、現時点で入手可能な情報にもとづき判断した見通しであり、多

分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記の業績予

想と異なる場合があります。 

 

 

以 上 


